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2013年度海外研修F6コース報告
──インドの知的財産事情の研修──

　抄　録　海外研修F6コースは，2013年度の今回が初の開催となった。本コースは，日本との関係が
深化しつつあるインドを訪問し，現地の情勢，文化，知的財産情報に直接触れることを通じて，イン
ドにおける知的財産事情の収集・整理を行うものである。今回は，事前研修にてインド知財制度の概
要を学習し，研修生の関心が高いテーマを設定した後，約10日間かけて首都デリー及び経済の中心地
ムンバイを訪問した。現地の高等裁判所，特許庁，特許事務所等において，事前に質問したテーマを
中心に活発な情報交換及び議論がなされた。現地議論においては研修生の自主性及び積極性が十分に
発揮されるとともに，両都市の訪問先をはじめとする多くの関係者の多大なご協力によって，本コー
スを成功裏に終えることができた。

1 ．	はじめに

本コースは，インドの知的財産事案に役立つ
研修を会員各社に提供する目的で開催された，
研修生による訪問型研修である。
現地研修の前後に事前研修及び事後研修を加

えた３部構成となり，事前研修にてインドの知
的財産制度全般を学習しつつ，現地での学習テ
ーマを研修生自ら絞り込むことで，より効果的
な学習が可能となっている。

現地研修は，インドの首都デリー及び経済の
中心地ムンバイを，移動日含め10日間の行程で
訪問し，それぞれの都市の情勢，文化，知的財
産の状況に触れ合うことにより，知的財産の実
務及びマネジメント力の向上を目的としている。
研修団は，団長，研修生，事務局の総勢15名

で構成されている。研修生はＡ（４名），Ｂ（４
名），Ｃ（５名）の３グループに分かれ，それ
ぞれ学習テーマを設定した。研修生は，事前研
修及び事前の自主学習により出た疑問点をもと
に，各都市の訪問先での質問事項をグループ毎
に決定し，訪問先に質問事項を事前に送付する
ことで，現地での情報交換及び議論をより充実
させるべく努めた。そして現地で得た情報を事
後研修において整理することで，インド知財へ
の理解の一層の深化に取り組んだ。
以下に，研修の内容及び成果を報告する。
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2 ．	研修内容

2．1　事前研修

（1）事前研修第１回
１）午前：研修生の簡単な自己紹介及び研修
ガイダンスを経た後に，事前研修，現地研修及
び事後研修（グループ学習）の進め方について，
教示を受けた。また，本研修のグループ編成及
び役割分担（係）を決定した。
２）午後：「インドの特許制度及び侵害訴訟
の概要」を受講した。講師の山名氏からは，イ
ンドの特許及び侵害訴訟の制度のみならず，イ
ンドの国情や国民性についての情報も得た。

（2）事前研修第２回
１）午前：訪問の際のお土産の選定を行った
後，インド訪問先への質問事項について，各グ
ループにて議論を行った。
２）午後①：「特許の出願～権利化，及び訴
訟に関する講義」を受講。インド特許制度の詳
細や，４特許庁それぞれの特徴等についての情
報を得た。
３）午後②「インド訪問代表団報告」に関す
るレクチャーを受講。JIPAのアジア戦略プロ
ジェクトのインド訪問代表団が把握している，
インド知財情報の教示を受けた。

（3）事前研修第３回
１）午後①　インド視察時の情報提供を受
け，食事衛生面等の注意事項について助言を受
けた。
２）午後②　「インドの意匠・商標（出願～
権利化，訴訟）」を受講し，日本とインドの意
匠法，商標法の相違点について情報を得た。

（4）事前研修第４回
全グループで，現地視察時の特許庁，特許事

務所，高等裁判所，調査会社等の訪問先に対す
る質問事項をまとめた。限られた時間の中で最
大の研修効果を発揮できるよう，重要な質問事
項の選定を行うとともに，その優先順位を決定
する等，現地研修の準備を完了させた。

2．2　現地研修

（1）日本貿易振興機構（JETRO）
１）ニューデリー事務所
JETROニューデリー事務所は，現地で収集

した情報をもとに，日本の経済産業省とも連携
して，インドへの政策提言も含めた日本企業の
インド進出を支援している。なお知的財産部も
存在しており，知的財産情報を積極的に収集し，
提供している。
訪問時に，JETROニューデリー事務所から

は次のような情報提供を受けた。
インドの知財制度は，法に則り，公平に運用

されている。
インド知財情勢を理解する上でのポイントは，
次の二点である。ⅰ）雇用対策として，2,000
万人/年にのぼる若年層を製造業（GDPシェア
16％を，今後10年で25％に増加させるのが目標）
で吸収させるべく，イノベーションの必要性が
高まっている。しかしながら，ⅱ）低所得者対
策として，安価なヘルスケア方法の確保が必須
であり，特許権自体の強化には慎重である。
特許審査はControllerやAssistant Controller

が，先行調査はExaminer（審査官）が主に行
うとのことであり，実務が分担されている。チ
ェンナイ支局を除き，インド特許庁は２回以上
のExamination Report（拒絶理由通知に相当す
る）を出さない傾向が強いため，インタビュー
は，最初のExamination Report（First Exami-
nation Report，以下「FER」）の応答時に申し
込むべきである。
インド特許法第８条に基づく外国出願の情報

提供は，提出様式（Form 3）の注記に注意しつ

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 64　No. 7　20141142

つ行う必要がある。また特許発明の実施報告に
ついては，罰則が適用された実例がまだないこ
ともあり，簡便な内容で問題ないと考えられる。
強制実施権が設定された実例は，医薬品以外

の分野ではまだない。
特許訴訟や商標訴訟に関しては，仮処分命令

が出た後に訴訟当事者が和解するケースが多
く，実質的には仮処分審理で勝負が決まること
になる。仮処分が出るまでの期間は，商標は申
請から１週間程度だが，特許についてはより長
期化する傾向がある。
２）JETROムンバイ事務所
JETROムンバイ事務所は，現地で収集した

情報に基づいて日本企業の進出を支援してい
る。知的財産の専門家は駐在しておらず，訪問
時は，海外投資アドバイザーより主にビジネス
面の助言を得た。
① 合弁事業のカギ
業務をできる限り現地人に任せ，現地人のモ

チベーションと能力を引き出すことが重要であ
る。また，インドと日本では契約及びその遵守
の考え方について温度差がある場合が散見され
る。契約締結後も十分な注意が必要である。
② 欧米企業と日本企業
インドは許認可社会であり，早期の許認可取

得は重要である。この点について，欧米企業に
は決断力があり現地企業や社会との合意形成が
早く，また，現地政府とも協力して，種々の許
認可を早期に得る傾向にある。現地の文化も，
日本企業より欧米企業の風土に親和性が高いの
ではないか，とのコメントがあった。

（2）特許事務所
LEXORBIS（所在：デリー）及び，KRISHNA 

& SAURASTRI ASSOCIATES（所在：ムンバ
イ）を訪問し，情報収集，意見交換を行った。
研修生の所属企業が，日常のインド特許業務

で直面している課題に関して，各事務所より得

られた特に有益な情報について，紹介する。
１）外国出願に関する情報提供（特許法第８

条（1）及び（2））
まず，同一又は実質的に同一の発明について，

外国で特許出願した場合には，インド特許出願
日，又は外国特許出願日からの６ヶ月以内に，
外国出願に関する情報（Form 3）を提出する
必要がある（法第８条（1））。その後，外国出願
の審査状況に変更があれば，インド出願の特許
付与日まで，随時，最新状況を提供することを
現地事務所は推奨している。同一又は実質的に
同一の発明に係る出願とは，原則として，PCT
出願，分割出願又は継続出願を含むファミリ出
願が該当する。その提出時期については，運用
上，審査状況が変更されてから６ヶ月以内に設
定する事務所が多い。特に，拒絶査定，放棄等
のインドにおける審査に影響を与え得る重要な
情報は，提供すべきである。
また，Controllerから，外国出願の審査結果

の提供が要求された場合に，その要求に応じて，
審査結果を，要求日（実務上はFERの発行日の
場合が多い）から６ヶ月以内に提供する必要が
ある。（法第８条（2）及び特許規則第12条（3））
Controllerの要求する内容は，拒絶理由通知，

サーチレポート，登録クレーム等であり，それ
らの書類が非英語の場合には，英語翻訳を要す
る。特許事務所としては，審査に役立つ情報を
提出すれば十分であるとの観点から，拒絶理由
の要約を提出して対応する場合もある。また，
数年前までは，日米欧の審査結果のみ提出が求
められたが，現在では，日米欧を含めた全ての
国へのファミリ出願に関する審査結果の提供が
要求されるとのことである。
法第８条（1）及び（2）に基づく情報提供を怠る

ことは，異議理由及び特許取消理由となる。な
お，提出期限を超過した場合であっても，規則
第137条に基づき，Controllerに容赦を求めた上
で外国出願の情報を提供することは可能であ
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る。ただし，特許登録後の情報提供は不可能で
ある。
法第８条を争点とする裁判は多く行われてお
り，関連判決も増加しているため，当該条文や
規則の解釈が今後明確になってくるものと思わ
れる。関連判決をタイムリーに把握して，これ
を踏まえた運用を実践すべきである。
２）実施報告書の提出（特許法第146条及び
特許規則第131条）
インドで特許登録された発明に関して，商業
的な実施状況に関する報告書（Form 27）を，
暦年ごとに各年末から３ヶ月以内に提出するこ
とが要求されている。この実施報告書には，販
売数量，販売額等を記載することが要求されて
いる。特許事務所からは，具体的な販売額の記
載を避けたい場合，「販売額が必要であれば提
示する」旨を記載した上で提出することも運用
上可能であるとの助言を受けた。
実施報告書の提出を怠った場合には，100万
ルピー以下の罰金が課せられ，実施報告書に虚
偽記載がある場合には，６ヶ月以下の禁固及び
／又は罰金が課せられる（法第122条（2））。但し，
過去に，罰則が課せられた実例はない。
３）特許付与までの期間（特許法第21条，特
許規則第24条（Ｂ））
法第21条に基づき，FERの発行日から12ヶ月
以内に拒絶理由を解消した状態にならない場合
は，出願が放棄されたものとみなされる。
現在の運用では，出願人がFERに対して応答
さえすれば，12ヶ月を経過した時点で，Con-
trollerが拒絶を維持する場合には，必ずヒアリ
ングが開催される。ヒアリングなしで出願が放
棄されたとみなされることはない。このヒアリ
ングは，出願人からの要請有無にかかわらず実
施される。

（3）インド日本商工会（JCCII）
インド日本商工会は日印間の商工業の発展及

び親善交流の促進を目的に設立された。主に，
対インド政府の建議書作成，賃金実態調査，拠
点情報調査協力等の活動を行っている。
今回の訪問においては，事務局長よりインド

一般概況及び日本企業のインド進出状況につい
ての情報提供を受けた。
１）インド一般概況
近年は，世帯年収5,000ドルを超える中間層

の人口が増えており，全体の20％（約２億４千万
人）を占めている。2030年には，この中間層が
人口の約50％の８億人まで到達する見込みであ
り，これに伴う市場の拡大がインド成長シナリ
オを支えている。
しかしながら，インドは近年，貿易赤字（約

1,900億ドル）に陥ってルピー安が引き起こさ
れており，経済成長に影響を及ぼしている。
なお，インドには非常に多数の宗教（ヒンド

ゥー教，イスラム教，シーク教，仏教，ジャイ
ナ教，ゾロアスター教等）があり，文化及び言
語が非常に多様であるとされる。こうした背景
を理解することが，インド進出の上では欠かせ
ない事柄であると説明を受けた。
２）日系企業のインド進出状況
インドに進出している日系企業は，2005年時

点で250社に満たなかったが，2013年には1,100
社超となり，急拡大している。

（4）調査会社CLAIRVOLEX
１）CLAIRVOLEXの概要
本調査会社は，ニューデリーの振興地である

グルガオン地区の商業ビルが立ち並ぶ地域に位
置し，その中でも比較的新しいビル内に本社を
設けている。米国の顧客との連携を強化するた
め，米国のサンノゼ市に支社を設けている。
２）調査会社が構築するデータベース
インドの大手特許事務所の多くが独自のデー

タベースを有している。CLAIRVOLEXの前身
は大手特許事務所LEXORBISの調査部門であ
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り，その頃から，データベースを有している（現
名称：CIPIS。http://cipis.clairvolex.com/）。
CIPISは日本語にも対応しており，日系企業は
10社弱が利用している。文字列検索が可能であ
り，検索結果に対し更に絞り込み検索ができる
等，有用な機能を有する。

（5）		Council	 of	Scientific	 and	 Industrial	
Research（CSIR）

CSIRは公的資金により設立された研究開発
機関である。インド最大の知的財産権保有者で
あり，全国37ヶ所の拠点で，医療と化学を含む
科学分野の研究を行っている。
訪問時は，CSIR内発明の取扱い及び出願に

ついて以下の質疑応答を行った。
１）権利帰属
CSIRに所属する従業員が発明を行う。従業

員とは，発明にかかわる権利をCSIRに帰属さ
せる旨の契約を締結しており，発明からの受益
は発明者にも還元している。
２）発明管理及び出願
CSIRの発明は全て，ニューデリーの事務所

において，12人の科学者と15人程度のアシスタ
ント等により一括管理されている。特許調査と
インド国内出願はCSIRが自ら行っているが，
国際出願についてはデリー近郊の特許事務所を
経由して行っている。
３）ライセンス等
ライセンスの判断は，発明の関係各部署が協

議して行う。CSIRが有する特許のうち，ライ
センスしているものは13％程度である。

（6）インド特許庁
１）インド知的財産局の知的財産環境
インドは，パリ条約（1988年加盟），特許協

力条約（PCT）（1998年加盟），及び世界知的所
有権機構（WIPO）条約（1975年加盟）に加盟
している。また，世界貿易機構（WTO）に加

盟し，知的財産権の貿易関連の側面に関する協
定（TRIPS）にも参加しており，TRIPSが定め
る義務を遵守している。
インド特許庁は，歴史，広大な国土及び多言

語国家という背景から，コルカタを本庁とし，
デリー，チェンナイ，ムンバイの３つの支局を
有する。商標庁は，上記４本支庁に更にアーメ
ダバッドが支部として加わる。各本支庁は，そ
の地理的条件に従って出願を受理するため，ど
の地域の特許庁管轄地に所在する特許事務所で
あるかという点も，現地特許事務所を選定する
上で重要なポイントとなる。
また，JETROニューデリーが発表する最新

の統計分析１）によれば，各本支局は，審査対象
技術分野にもよるが，権利化の過程における審
査の進捗状況について異なった特色を持つ。例
えば，特許出願に係る審査請求の日からFERの
発送日までの期間については，ムンバイ特許庁
が最も短く，FER発送日から最終処分日までの
期間については，チェンナイ特許庁が最も短い。
2013年度のFER発送件数，最終処分件数は，技
術分野によって多少のばらつきはあるが，デリ
ー特許庁が最も多い。
２）デリー特許庁
デリー特許庁は，ニューデリーの郊外に位置

し，空き地が建物の周りに多く存在する。１階
フロアーには，左右に分かれて，特許，意匠，
商標の出願の受付窓口がある。また，現在新し
い別館を建設中であった。審査官増員に対応す
るためと思われる。デリー特許庁ではAssistant 
Controller ２名による対応を受けた。
３）ムンバイ特許庁
ニューデリー特許庁と同様，ムンバイ特許庁

も郊外に位置する。ニューデリー特許庁と比較
して，建物は歴史を感じさせる。ムンバイ特許
庁ではAssistant Controller ４名及びPatent 
Examiner ２名（以下，デリー特許庁での面談
者を含め「面談対応者」）による対応を受けた。

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 64　No. 7　2014 1145

４）特許庁まとめ
現地研修ではデリー及びムンバイ特許庁を訪
問し，インド独自の特許取得上の留意点等につ
いて，実際に審査に携わっている特許庁関係者
にヒアリングを行うことができた。具体的には，
インド特許法第８条，第21条，第146条を中心
に実践的な対応方法についてヒアリングした。
これらの条項は誤った処理をした場合の措置
の厳しさから，多くの現地代理人が出願人に安
全策を勧めることが多く，情報が錯綜しがちで
あるが，実際に権利化業務を取り仕切る特許庁
の審査官や管理官に直接，どのような処理が適
切なのかという特許法上の根拠や，誤った処理
をした場合の救済措置などの根拠を提示された
ことは，大きな収穫であった。

（7）デリー高等裁判所
１）概要
デリー高等裁判所（以下「デリー高裁」）は，
インド国内に21ある高等裁判所の一つであり，
首都ニューデリーに位置する。デリー高裁は構
内に調停センターを有しており，そこでは，知
財関連の係争についても調停可能である。
２）調停センター
デリー高裁では，調停センターにて問題解決
を図ることを勧めている。調停センターでは，
コミュニケーションによりお互いの理解を図る
ことが主眼とされ，裁決は行われない。訴訟を
提起して解決を図るよりも，調停センターにて
解決を図る方が，スピード，コストの面では優
れている。現在は，裁判官４名，弁護士４名が
調停官として任命されている。
調停が不調に終わり，本訴提起をすることに
なった場合であっても，調停の内容が本訴に影
響を及ぼすことはない。訪問時において，調停
予定表には著名な欧米企業が幾つか名を連ねて
おり，海外企業にとっても，調停による解決の
実効性が認識されている模様である。

３）裁判における審理
① 訴訟期間の短縮
現在，インドの裁判所は知財訴訟の期間短縮

に取り組んでいる。知財訴訟につき，最高裁判
所は下級裁判所に対して，訴訟提起から６ヶ月
程度で判決を出すように求めている。デリー高
裁においても，経験のある退職裁判官に審理の
協力を仰ぐこと等により，審理期間の短縮化に
努めている（現在の審理期間は12ヶ月～18ヶ月
とのコメントあり）。
また，インドの裁判所には，日本の裁判所調

査官制度に相当する制度は存在しないが，必要
に応じて，技術の専門家を証人とすることによ
り，特許権侵害訴訟における技術的な理解を図
っている。
② 仮処分
仮処分について，裁判所は実態を審査した上

で実行するか否かを判断する。当該判断は，申
請から30日以内に下すことになっているもの
の，実際には３～４ヶ月程度かかるのが実態で
ある。
被告が権利侵害を知ってから提訴までの期間

が少々長くなったとしても，権利が有効である
限り，裁判所は仮処分の判断を行う。権利侵害
を知ってから６ヶ月～１年程度であれば，仮処
分は認められる可能性が高い。しかし，権利侵
害を知ってから長期間経過した後では，被告が
ビジネスを確立している場合，差止めによるビ
ジネス環境への影響が大きくなるため，仮処分
の判断を下すのが難しくなる可能性がある。
③ クレーム解釈
クレーム解釈について，裁判所は，原則とし

て，明細書の内容を詳細に検討した上で解釈を
行う。また，裁判所は，クレーム解釈を行う際
に，出願経過及び他国の審理状況についても勘
案する。
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（8）ボンベイ高等裁判所
１）概要
ボンベイ高等裁判所（以下「ボンベイ高裁」）

は，インド最大の都市ムンバイに位置する。
２）裁判における審理
① 訴訟期間の短縮
デリー高裁の項でも述べたとおり，インドの

裁判所は知財訴訟の期間短縮に取り組んでい
る。ボンベイ高裁では裁判官の増員も計画され
ており，訴訟終結が早まることが期待される。
ボンベイ高裁はインド国内で最も早く知財訴訟
の決着が付くとのコメントがあったものの，デ
リー高裁と大差はないと思われる。
② 商標の類否判断
商標の類否は，deceptive similarityやclear 

confusionがあるか，消費者が誰でどういった
ビジネスなのか，市場が技術的知識を持ってい
るのか等を勘案し，総合的に判断される。
③ 商標の「著名」，「周知」の基準
最新の商標法に規定されたため，今後は商標

法に従って判断するとのコメントがあった。
④ 懲罰的賠償制度の有無
インドには懲罰的賠償制度はないとの回答を

得た。今後，懲罰的賠償制度が導入される可能
性も低いと思われる。
⑤ 証拠の取り扱い
訴訟においてインド国外の検査装置／labora-

toryを使用して得た資料は，裁判官の心証形成
に役立たない（≒証拠能力に欠ける）との回答
があった。よって，訴訟において提出する予定
の証拠資料の作成に検査装置／laboratoryを使
用する必要がある場合に備えて，インド国内の
検査装置／laboratoryと関係を築いておくこと
が重要と思われる。

2．3　事後研修

帰国後，研修生は2014年１月から３月にかけ
て，３回にわたり事後研修を行い，現地で得た

情報をもとに，学習成果のまとめを実施した。
具体的には，研修生間及び各グループ内で意見
交換し，特許関連の実務に役立つ情報を精査し，
本報告をまとめた。また，各グループ毎に学習
成果のまとめ及び研修内発表を行った。

3 ．	テーマ学習

3．1　Ａグループ及びＢグループ

（1）現地研修の全体的な活動について
今回の現地研修では，後掲の表に記載する日

程のとおりデリー地域及びムンバイ地域を訪問
し，原則としてＡ～Ｃの各グループが，訪問先
毎に分担して質問を実施している。
Ａグループは，ニューデリー特許庁，ムンバ

イ特許庁及び調査会社（CLAIRVOLEX）を担
当した。特許庁に対しては，特に重要と思われ
る質問事項のみヒアリングを行った。
Ｂグループは，LEXORBIS及びKRISHNA & 

SAURASTRI ASSOCIATEの両特許事務所を
担当した。特許事務所については特許庁に比べ
面談時間を長く取ることができ，また具体的な
対応策にかかわる情報入手を行うべく，実務面
でのより詳細なヒアリングを行った。

（2）		インド特許庁及び特許事務所でのヒアリ
ング

１）質疑概要
インド特許法独特の特許権取得に関する情報

について，実際に出願の審査に携わっている特
許庁関係者及び事務所関係者にヒアリングを行
った。具体的には，その制度の分かりづらさや
現地代理人によって制度解釈が異なるため，日
本企業の多くが対応に苦慮するとされるインド
特許法第８条，第21条及び第146条を中心に具
体的な対応方法についての情報を収集した。
２）特許法第８条について
本条項は，インド出願と同一ファミリの外国
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出願に関する情報（例えば，出願国，出願番号，
公開番号，登録番号等）を所定の陳述書又は誓
約書に記載して提出しなければならないことを
規定する。公開番号や登録番号に関する情報は，
それぞれの出願国における審査環境等の影響を
受けて，適宜出願人に通知される。これらの情
報を一度にまとめてインド特許庁に提出すべき
か，又は随時提出すべきかで悩む企業が多い。
その原因として，現地代理人によって提出時
期の意見が異なることが一つ考えられる。
まず，法第８条の「情報を記載した書面の提
出の頻度」及び「該情報が非英文の場合のその
翻訳の必要性」について特許庁の面談対応者に
質問したところ，「情報を記載した書面の提出
の頻度」に対しては，基本的にはExamination 
Reportに記載されている審査官からの要求事項
に対応することが肝要であると回答を受けた。
審査官からの要求どおりに対応することが，必
要最低限の提出頻度になると回答を受けた。
次に，特許庁の面談対応者より「該当情報が
非英文の場合のその翻訳の必要性」に対しても，
審査官からの要求項目に対応する形で行うべき
との明言を受けた。翻訳文の必要性については，
現地代理人によって法第８条の解釈が微妙に異
なるため，多くの日本企業が未だに方針を決め
かねているという現状がある。
一方，出願人が法第８条に対応することがで
きなかった事例として，意図せず誤った情報を
Form 3と呼ばれる申請用紙に記載してしまっ
た場合を挙げ，どのような対処が考えられるか
と質問した。これに対しては，Controller判断
により受理が制限されるものの，故意による誤
記ではないとする明快な理由を提示すれば，容
赦（condonation）として誤記に関する規則第
137条が適用され，誤記の訂正ができる。また
Form 3の提出を失念した場合も，登録前であれ
ば，上記同様，故意でないことを証明できれば，
遅延に関する規則第138条に基づき，Controller

判断で提出を受理される。
法第８条の対応に不備があると，第三者から

取消審判が請求され，特許取消（法第64条第１
項（m））という厳しい措置を受ける可能性が
ある。よって，誤記や未提出に対する救済措置
の情報は極めて重要であるといえる。
３）特許法第21条について
本条項は，FERを出願人に送付した日から所

定の期間（12ヶ月）内に拒絶理由を解消した状
態にしないと出願が放棄したものとみなされる
規定であって，多くの日本企業が注目する規定
の一つである。
法第21条に記載の「出願を特許付与の状態に

する期間」の解釈については，面談対応者から
FERで指摘のあった事項全てに12ヶ月以内に対
応していれば，法第43条第１項（b）（特許付与）
の規定を根拠に出願人への事前連絡なしに出願
は放棄されないとの説明を受けた。
また，2005年１月に特許規則の改正が行われ，

12ヶ月の期間中に出願人からヒアリングの申請
があった場合，審査官は必ずヒアリングを行う
ことになった。そのため，出願の状況が放棄に
変わる前に必ずヒアリングが開催されるとの説
明を受けた。
なお，ムンバイ特許庁の面談対応者からは，

一般的にインド国外企業は国内企業に較べて
FERへの回答が極めて遅いとの指摘を受けた。
つまりインド国外企業は応答期限直前に応答を
するため，これに伴い特許庁での対応も遅れが
ちになってしまうとの指摘である。対応外国出
願をほとんど行わないインド国内企業は，FER
に対して直ぐに応答することが多いため，特許
庁は，インド外国企業のFERに対する応答の遅
さが際立っていると感じているようであった。
４）特許法第146条について
本条項は，特許権者がインド国内における特

許発明に関する商業的実施の程度について実施
報告書（陳述書等）の提出を要求されるもので
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あって，特許権者はこれに応じなければならな
いとする規定である。
法第146条に規定される「実施報告書の提出」

について，実際にどの程度まで情報が公開され
るのかという点については，昨年2013年より各
企業から提出された申請書が，そのままPDF化
されインド特許庁のホームページで公開されて
いることが確認されている。
http://ipindiaservices.gov.in/workingof 
patents/
PDFは随時アップロードされ，過去分につい

ては今のところそのまま保持される見通しであ
るとのことである。
５）その他の特許制度に関する情報
① 審査官の補充
インド特許庁全体で年々増加する出願件数に

対応するため，審査官を大量に新規採用してい
る。計画では，計500人の審査官を採用すると
の説明があった。新規採用の審査官は３ヶ月間
の事前研修を受けた後，８ヶ月間の上級審査官
との審査実務トレーニングを受ける。計約１年
間の包括的な研修を受けて，審査官としての本
格的な実務が開始するとの説明を受けた。
② ヒアリング（面談）での補正及び議事録の

公開
原則としてFERを発行した審査官と出願人の

代理人がヒアリングに出席し，その席上で対象
出願の補正案が検討され，受け付けられる。ヒ
アリング時の補正については，通常の補正と同
様に法第59条に従って行わねばならない。その
ヒアリングの議事録は，後日インド特許庁のホ
ームページで公開される。また，稀に別の審査
官が参加することもあるとの説明があった。
③ 進歩性の判断基準
インド特許庁は先進国における進歩性の判断

基準を参考にして，インド独自の判断アプロー
チを行っているとの説明を受けた。
④ インド特許庁データベースと特許事務所

データベースの関係
インド特許法は，他国と同様に出願公開制度

を有しており，インド特許庁が管理するデータ
ベース（以下「インド特許庁データベース」と
いう。）で公開されたインド出願を確認するこ
とができる。また，審査を経て特許された案件
についても確認が可能である。しかしながら，
インド特許庁データベースの公開情報及び登録
情報には一部漏れがあるとの意見がある。その
ため，インド国内にある多くの大手特許事務所
では，それぞれがインド特許に関する独自のデ
ータベースを構築している。
大手特許事務所は，独自のデータベースの完

成度を高めるために，インド特許庁データベー
スの漏れを発見した場合は，随時特許庁に問い
合せて，情報を補完している。例えば，出願番
号を番号順に追いかけていき，出願公開日が経
過して既に公開済であるべき案件が公開されて
いないときには，その案件の公開情報又は取消
等の情報を特許庁に確認して情報を収集する。
これにより，大手特許事務所は網羅的なデータ
ベース構築を目指している。

3．2　Ｃグループ

Ｃグループが質問を担当したのは，デリー高
等裁判所，ボンベイ高等裁判所，JETROニュ
ーデリー，JETROムンバイ，JCCII及びCSIR
の６ヶ所である。

（1）インド国情と知財の関連
JETRO及びJCCIIで教示を受けたとおり，イ

ンドは莫大な人口と経済発展に支えられた内需
主導国である一方，製造業が発展途上である。
若年層向けの雇用確保と対外輸出強化のため，
インドは国内における製造業振興を推進してい
る。知的財産権は製造業の基盤となるため，外
資を引き込みつつ，国内製造業者の強化を図る
ために，特許や商標をはじめとする知的財産権
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制度の整備を積極的に進めている。
一方，インドは，減少傾向にあるとはいえ低
所得層（年間所得額９万ルピー未満）が国民の
51.5％（2009/10年の推定値２））を占めており，
医薬品をはじめとするヘルスケア関連の社会保
障措置を講じる必要に迫られている。特許権者
等の権利者の権利重視は，こうした貧困層対策
と矛盾しかねず，インド政府は，特許権そのも
のの強化には慎重である。
インドにおいてビジネスを展開するには，以
上の一見相反する政策がとられていることを認
識しつつ，日印双方が利益を享受する仕組みを
構築しなければならない。
なお，インドは判例法国家であり，制度運用
の細部は事案の積み重ねにより構築される。司
法・行政ともに，現時点においては，知的財産
の実務経験を積み重ねている段階であり，運用
の詳細は未確定の部分が少なくない。実例がま
だ生じていないとの回答を得る法定事項も複数
あった。今後の実務及び判例の動向を注視する
必要がある。

（2）権利化後の訴訟対応
今回，研修団はデリー高裁とボンベイ高裁を
訪れた。デリー高裁は調停センターを有してい
る。いずれの高裁でも特許権侵害訴訟及び商標
権侵害訴訟を提起することが可能であるが，イ
ンドの裁判官は６ヶ月程度で配置換えとなるこ
とが多く，知的財産権に習熟した裁判官はまだ
少ないものと思われる。訪問時点においては，
デリー高裁は特許権侵害及び商標権侵害のいず
れの事件にも比較的豊富な経験を有するが，ボ
ンベイ高裁はデリー高裁に比べて特許権侵害事
件の件数が少ない模様であった。
日本でいう裁判所調査官にあたる職制はない
ものの，個別案件において専門家に聴聞し裁判
官が専門技術の理解を図ることはある。よって，
裁判官による技術内容の理解が必要と思われる

案件においては，代理人を通じて，技術理解の
重要性を裁判官に認識させるべく主張する必要
があろう。
訴訟期間については，今回訪問した高等裁判

所はいずれも，審理期間の短縮に積極的な姿勢
を示していた。デリー高裁は調停の活用を推奨
しており，またボンベイ高裁は，裁判官の増員
を予定している。しかし，デリー高裁は12～18
ヶ月程度での判決言い渡しを目標にするとコメ
ントする一方，ボンベイ高裁は３年以内の判決
言い渡しを「インドにおいては早い」とコメン
トしており，期間の長短についての認識が高裁
によって若干異なる。またこれらの数字はあく
まで一般論と思われる。原告と被告が相反する
主張を行う本格的な訴訟において，判決までの
時間がいかほどになるかは，なお注意深く検討
する必要があろう。
仮処分については申請後すぐヒアリングが始

まるとともに，３～４ヶ月程度で結論が出され
るとのことである（商標については特許よりも
仮処分決定が早い傾向があるとのこと）。仮処
分の申請が訴訟審理の遅延につながるとの認識
は，両高裁ともになかった。よって被侵害案件
については，仮処分の活用を視野に入れるべき
であろう。
なおデリー高裁が推奨する調停センターの利

用であるが，インドにおける調停は，調停不調
に終わった場合も訴訟には影響しない（訴訟の
裁判官も調停内容にはアクセスできない旨のコ
メントがあった）とされている。調停は訴訟よ
りもコスト面及び時間面で優位性があるため，
調停に応じる可能性が高い相手との係争におい
ては，この調停センターによる解決にも一考の
価値がある。

4 ．	おわりに

本研修においては，特許に関するインドの司
法，行政，民間の各機関をバランスよく訪問で
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き，意義深いものになった。また各訪問先にお
いては，日系企業の動向，日本の知財動向及び
日本知的財産協会（JIPA）の活動等に対して
大いに関心を持たれていることが実感された。
インドでは，知財実務の詳細は未だ固まりき

っていないのが実態と考えられる。しかし，行
政の運用精度及び審査速度は，今後，向上する
ものと思われるし，司法においても訴訟の早期
化には極めて前向きとの感触を得た。よって，
インド知財の実務は，司法・行政ともに，将来
的に進歩するものと思われる。日本企業として
も，インド知財情勢を今後とも注視していく必
要がある。
今回の研修は，訪問予定日当日においてもス

ケジュール変更が発生した。また，移動日を除
き５日間という短期間で11ヶ所を訪問したた

め，１ヶ所当たりの滞在時間は短いものとなっ
た。しかし，各訪問先の方々，そしてJIPA事
務局の尽力により，予定していた訪問を全てこ
なすことができ，かついずれにおいても有意義
な情報交換をすることができた。ご協力いただ
いた全ての方々に，改めて厚く御礼申し上げる。
なお，本研修においては，JIPA会員企業が

インド特許の実務で直面している課題を中心に
学習した。本報告を各会員における実務の参考
にしていただければ幸甚である。

注　記

 1） 「インド特許審査の進捗状況（2014年１月）」
JETROニューデリー

 2） 「インド市場と市場開拓（2012年３月）」独立行
政法人　日本貿易振興機構（JETRO）

表　2013年度（F6）研修日程及び研修参加者

【研修日程】
研修 回 開催日 講義内容／現地訪問先等

事前研修

1 9/19 講義「インドの特許制度及び侵害訴訟の概要」，
研修ガイダンス，グループ係決め，テーマ決め

2 10/17 講義「特許の出願～権利化，及び訴訟に関する講義」，
講義「インド訪問代表団報告」，グループ学習

3 11/18 講義「インドの意匠・商標（出願～権利化，訴訟）」，
インド事前視察情報共有

4 12/16 中間報告会，質問事項協議・確定，グループ学習

現地研修
1/14～23

1 1/15 JETROニューデリー，LEXORBIS（特許事務所）
2 1/16 CLAIRVOLEX（特許調査会社），CSIR，インド日本商工会（JCCII）
3 1/17 デリー特許庁，デリー高等裁判所
4 1/20 JETROムンバイ，ムンバイ特許庁
5 1/21 KRISHNA & SAURASTRI（特許事務所），ボンベイ高等裁判所

事後研修
1 2/4 現地研修感想，知財管理誌原稿作成準備
2 2/17 知財管理誌原稿作成
3 3/14，15 成果報告会，会誌原稿最終確認

この他に，Ａグループ，Ｂグループ，Ｃグループそれぞれ，個別研修を実施
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【人材育成委員会，事務局】
片岡一也（ダイセル），稲森　創（住友化学），石塚かおり（王子ホールディングス），
南口　梓（塩野義製薬），飯島敏夫（日本化学工業），原田茂樹（富士通），上本浩史（ダイキン工業），
露木育夫（事務局），海野祐一（事務局）

【研修参加者】
氏名（会社名）　＜敬称略，＊は，グループリーダー＞

団長 碓氷裕彦（デンソー）
Ａ 河野　寛（出光興産）＊，常木富美子（花王），安永純子（リコー），白坂　一（UBIC）

Ｂ 野村啓輔（大塚製薬）＊，虻川宏平（日本特殊陶業），犬飼俊洋（東レ），
川島道紀（トヨタテクニカルディベロップメント）

Ｃ 中村優太（パナソニック）＊，中尾義和（ダイキン工業），藤澤　博（カネカ），
池田良介（三菱重工業），山形純広（JFEスチール）

事務局 海野祐一（日本知的財産協会）

（原稿受領日　2014年５月15日）
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